
様式第１ (第７条関係) 

(表) 

東 浦 町 木 造 住 宅 等 解 体 工 事 費 補 助 金 交 付 申 請 書 

 

年  月  日 

 

  東浦町長  

            

 申請者 住 所 

氏 名 

電 話 

 

 

    年度において、次の事業を実施するため補助金の交付を受けたく関係書

類を添えて申請します。 

 

       申請金額    金           円 

実 施 事 業 名  東浦町木造住宅等解体工事 

工 事 場 所  知多郡東浦町大字   字 

補 助 対 象 費 

(木造住宅等解体工事費)  
円 

事 業 工 期 
着手      年    月    日 

完了      年    月    日 

添 付 書 類 

１ 東浦町木造住宅等解体工事費補助事業計画書（様式第２） 

２ 木造住宅耐震診断結果報告書の写し 

３ 案内図 

４ 解体前の写真 

５ 解体工事費の見積書 

６ 町税の納税証明書（未納がない証明書）又は町税納付状況

確認同意書 

７ その他町長が必要と認める書類  



  （裏） 

 

収 

 

 

支 

 

 

予 

 

 

算 

 

 

内 

 

 

訳 

収 入 科 目 予 算 額（円） 積 算 の 基 礎 

自 己 資 金  
 

別紙見積書による。 

 
町 補 助 金  

 

  

  

計  

支 出 科 目 予 算 額（円） 積 算 の 基 礎 

補 助 対 象 費  
 

別紙見積書による。 

対象外工事費  

 

  

 

  

計  

 

 

 

 

備 

 

 

 

 

考 

 

 

 

 

 

 



様式第２ (第７条関係) 

東 浦 町 木 造 住 宅 等 解 体 工 事 費 補 助 事 業 計 画 書  

申 請 者 
 

工 事 場 所 知多郡東浦町大字    字 

用 途 ・ 形 態 

（※該当するも

のを○で囲む） 

・ 一戸建て住宅      ・ 併用住宅 

・ 共同住宅（アパート）  ・ 長屋  

【住宅戸数：   戸】  ・ その他（        ） 

延 べ 面 積 
延べ面積：    ㎡（1階：    ㎡、2階：    ㎡） 

（住宅以外の用途の延べ面積：    ㎡） 

建 築 時 期 
    年    月    日 

昭和 56年６月１日以降の増築： 有 ・ 無 

区 域 等 

・土地区画整理： 内 ・ 外 

・都市計画施設： 内 ・ 外 

・その他（              ）内 

耐震診断の実施 

・ 実施機関： 

・町の無料耐震診断・(一財)愛知県建築住宅センター 

・実施時期：      年度、 番号： 

・倒壊危険建築物  

上 記 の 評 点 
１階 X方向        Y方向       

２階 X方向        Y方向       

解体工事業者 
業者名： 

所在地： 

予 定 工 期 
着手      年    月    日 

完了      年    月    日 

補助対象費 

（木造住宅等解体工事費） 

対象外工事費 

（その他の工事費） 
全体工事費見積額 

円 円 円 

記入上の留意事項 

※ 工事見積書（解体工事とその他の部分を分けたものに限る。）を添付してください。 

※ 木造住宅等解体工事費は工事見積書の工事額と整合を図ってください。 





様式第３（第７条関係） 

町 税 納 付 状 況 確 認 同 意 書  

 

  年  月  日 

 

東浦町長  

 

（申請者）住 所                   

 

              氏 名                      

 

               生年月日          年    月    日  
 

 

東浦町木造住宅等解体工事費補助金交付に係る審査を行うため、町担当者が私の町

税の納付状況について、調査することに同意します。 

 

※ この同意書を提出されない場合は、町税の納税証明書（未納がない証明書）の添付が必要と

なります。（手数料   円） 

  

処理欄（申請者は以下記入不要） 
 

  年  月  日 

 

課長 

 

課長 

 

東浦町木造住宅等解体工事費補助金の交付に必要なため、上記申請者について、東

浦町に納付すべき町税に未納がないことの有無を照会します。 
 
【  課職員確認欄】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

上記の申請者については、町税の未納が    ことを確認した。 

 

  年   月   日 

                                       確認者            

ない 

ある 



様式第４ (第８条関係) 

 

東 浦 町 木 造 住 宅 等 解 体 工 事 費 補 助 金 変 更 承 認 申 請 書  

年  月  日 

 

 

  東浦町長  

 申請者 住 所 

氏 名 

電 話 

 

 

 

 

     年  月  日付け  東浦町  第  号で交付決定のあった、東

浦町木造住宅等解体工事に係る事業の計画(補助事業者等)を下記により(変更・

廃止・中止)したいので、承認していただきたく申請します。 

 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業等の(変更・廃止・中止) 

（１）（変更・廃止・中止)の内容 

（２）(変更・廃止・中止)の理由 

（３）(変更・廃止・中止)の効果及び影響 

 

２ 補助事業者等の変更 

（１）新補助事業者等の名称 

（２）変更年月日    年    月    日 

 ※ 必要な関係書類を添付すること。 



様式第５ (第９条関係) 

 

東 浦 町 木 造 住 宅 等 解 体 工 事 費 補 助 金 実 績 報 告 書  

年  月  日 

 

 

 東浦町長  

 

 

申請者 住所             

氏名                 

電話             

         

 

 

      年  月  日付け   東浦町  第  号で補助金の交付決

定を受けた補助事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。 

 

 

 

 

１ 事業概要(目的・効果) 

 

  東浦町木造住宅等解体工事 

   

  地震発生時における木造住宅等の倒壊による被害の防止 

 

 

２ 事業予算・決算    別紙１のとおり 

 

 

３ 事 業 実 績    別紙２のとおり 



 

別紙１  

年度事業予算の決算報告書 

費 目 予 算 額 決 算 額 備 考 

歳 入 の 部     

自 己 資 金   円  円   

 町 補 助 金  円  円   

        

        

        

        

        

計  円 円   

歳 出 の 部     

 補 助 対 象 費  円  円   

 対象外工事費  円  円   

        

        

        

        

        

        

        

        

計  円 円    

差 引 残 高       

 ※ この様式により難いときは、これに代わるものを用いることができる。 



 

別紙２ 

年 度 事 業 実 績 報 告 書 

実施年・

月 
事 業 名 事 業 費 事   業   内   容 

 

東浦町木造

住宅等解体

工事 

全体事業費 円 別紙書類のとおり 

 

 

工事完了日 

 

年  月  日 

うち 

補助対象費 
円 

補助金額 円 

  

  
      

 ※ この様式により難いときは、これに代わるものを用いることができる。 

 

 



様式第６ (第10条関係) 

東 浦 町 木 造 住 宅 等 解 体 工 事 費 補 助 金 交 付 請 求 書 

年  月  日 

 

 東浦町長  

                

 申請者 住 所 

氏 名 

電 話 

 

 

 

      年  月  日付け  東浦町  第  号で交付決定通知のあ

りました件について、交付されたく請求します。 

 

 

 

請求金額   金          円 

 

 

 

 付 記 

 

振込口座 

金融機関名  

店名  

預金種別 普通・当座 口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

 ※ 付記には、補助金等交付決定通知書の番号、年月日及び金額並びに計画変更等

があった場合には、計画変更に係る番号、年月日及び金額を記入すること。 


